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Abstract 

少子高齢化が急速に進む現代において、グローバル化や情報化が進展し、大きく社会が変化し続ける中、

学校が抱える課題も複雑化・多様化し、その解決のためには、学校の組織としての在り方や教職員の意識改

革を推進し、「チームとしての学校」を創り上げていくことが重要視されている。本稿では、‘チーム学校’

の創造に向けて、それを中心で支える教員について、教職の意義、教員の資格・職務・職責等について再確

認するとともに、学校教育目標の確実な具現化のため、特色ある教育活動の在り方について、カリキュラム

マネジメントの重要性を中心として考察したものである。 
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Ⅰ はじめに 

中央教育審議会は「チームとしての学校の在り方

と今後の改善方策について（答申）」1) で、「チーム

としての学校」像について次のように述べている。 
 

校長のリーダーシップの下、カリキュラム、

日々の教育活動、学校の教育資源が一体的に

マネジメントされ、教職員や学校内の多様な

人材が、それぞれの専門性を生かして能力を

発揮し、子供たちに必要な資質・能力を確実

に身に付けさせることができる学校 

 

今、グローバル化や情報化が急速に進展し、社会

が大きく変化し続ける中で、学校が抱える課題はよ

り多様化・複雑化・困難化しているとし、「チームと

しての学校」が今、強く求められている。 

しかしながら、実際の教育現場では、学校を一つ

のチームであるかのようにとらえる考え方は常にあ

って、少なくとも筆者が埼玉県の高校初任者教員と

して勤務し始めた昭和 50 年代の新設高校建設ラッ

シュ時代、その新設高校では、初代校長のリーダー

シップの下、すべての教職員の教育活動におけるベ

クトルが同一方向に向いていて、まさにチームとし

て一丸となった教育活動が行われていた。 

新任の保健体育教員として赴任した新設高校で

は、ひとたび、生徒指導上の問題が発生すれば、担

任を学年主任を中心とした学年団がフォローし、さ

らに生徒指導部と連携、時には PTA 生徒指導委員

会や近隣中学、地元警察の協力を得たり、福祉や心

理の専門家を地元自治体から派遣してもらうなど、

学校を取り巻くあらゆる関係者が連携・協力し問題

解決に取り組んだものである。新しい学校を、校訓・

教育目標に則り、地域に愛され、信頼される学校に

したいという熱意に満ち溢れていた。 

以来、筆者の教員生活も 40 年近くが経過、まさ

しく社会は大きく変化した。埼玉県公立学校教員と

して 16年、県体育・スポーツ行政に 6年、高等学

校の管理職も15年（教頭2校7年、校長3校8年）

経験し、あらためて社会の流れ、教育の流れの中に

教育現場を振り返れば、今こそ「チームとしての学

校」の存在が強く求められているのだと再認識して

いるところである。校長として学校運営に携わって

きた経験を踏まえ「チーム学校」の創造を支える教

員の資格・職務・職責等を再確認するとともに、「チ

ーム学校」創造の核となる特色ある教育活動の在り

方では、教育課程の編成・実施を中心としたカリキ

ュラムマネジメントの重要性等について、高等学校

教育現場の視点から考察するものである。 
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Ⅱ 教職の意義及び教育公務員の職務 

1. 教職と教員の概念 

1）教員とは 

教職とは、一般的には児童・生徒・学生に教育指

導を行う職業ととらえることができる。「教諭」「教

師」「教員」「先生」など数種の呼称、概念があるが、

ここでは、教育関係機関等に所属し、ある一定の知

識・技能・技術等を指導する職名を指す「教員」と

いう法定用語に統一、公立学校教員に限定し論を進

める。 

学校教育法第1条（学校の範囲）で定める、幼稚

園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校の校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導

教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養

教諭、及び講師、実習教諭、実習助手、寄宿舎職員

などを含め「教員」と呼ぶ。また、学校に勤務する

事務職員、栄養職員、図書館司書、技術職員（業務・

給食調理・農務等）を含め「教職員」と呼称する。 

《教員区分》2) 

教育公務員－校長・副校長・教

頭・主幹教諭・指

導教諭・教諭・養

護教諭・栄教教

諭・助教諭 
教育職員 養護助教諭・講師

（常勤・非常勤） 
教育公務員－実習教諭・実習助 

教職員      に準ずる 手・寄宿舎指導員 
事務職員、栄養職員、図書館司書、技術職 
員（業務・農務・給食調理員等） 

（筆者一部加筆・修正） 

2）教育公務員 

 学校の職員はすべて「地方公務員」である。地方

公務員はその職務を通して国民（地方公共団体の住

民に奉仕することが職務である。 

【日本国憲法第15条第2項】 

「すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の

奉仕者ではない。」 

【地方公務員法第30条】（服務の根本基準） 

「すべて職員は全体の奉仕者として公共の利益のた 

め勤務し、且つ職務の遂行に当たっては、全力をあ

げてこれに専念しなければならない。」 

【教育基本法第6条第2項】 

「法律に定める学校の教員は、全体の奉仕者であっ

て、自己の使命を自覚し、その職務の遂行に勤めな

ければならない。」 

【地方公務員法第35条】（職務専念義務） 

「職員は、法律又は条令に特別の定がある場合を除

く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてを

その職務遂行のために用い、当該地方公共団体のな

すべき職務にのみ従事しなければならない。」 

 上記、各法は、公務員として全体の利益のために

勤務すること、即ち法令や条例に従って勤務するこ

との重要さを示しているのであり、これが「公務員」

としての基本的な義務ということになる。教員も当

然公務員であるからには、こうした法令や条例等を

遵守しなければならない。 

3）教員の役割 

 教員としての最大の役割は‘教え導くこと’であ 

る。そこには、教育に対する熱い情熱と児童生徒に 

対する教育的愛情がなければならない。 

 わが国ではかつて、高度成長期の 1950 年代から

1970 年頃までの教員大量採用時代に、‘デモシカ先

生’などと呼ばれる教員が出現し、おおいに教員の質

が問われる時代があった。‘デモシカ’とは、教員志望

のほとんが容易に教職に就けた時代に、他にやりた

いことがないから「先生デモやろう」、あるいは特別

な技能も資格もないから「先生シカなれない」など

といった元来教員志望にあるまじき動機から教員に

なった無気力、不活発な教員に対する蔑称である。

また、1960年代頃からは組合活動が活発となり、教

員も労働者との考え方から、一人の人間としてその

生活を充実させ、向上させるための要求を持つこと

は当然であるという考え方が主流となり、一部サラ

リーマン化した教員に対し、教員としての使命感を

忘れたのかという数多の批判もあった。 

 聖職者か労働者かはともかく、教員は、‘教え導く’

ための使命感に燃え、豊かな人間性と相まった高い

教養、特殊な専門性を兼ね備えた存在でなければな

らない。教員として、いつの時代にも求められるも

のは何か。また、これからの時代に求められる教員

の資質・能力は何かについて考えてみる。 

4）いつの時代にも求められる資質・能力 

 「教師は教育に対する正しい使命感と児童生徒に

対する深い愛情とを基調にして、世界的視野に立っ
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た人間的国民的一般教養を備えるとともに、社会の

進展に即した教職教養を有しなければならない。し

かもこれらの知識教養は自主的人格のうちに統合さ

れ、教育に対する全体的な識見、情操を高めうるも

のであることが必要である。したがって教師として

の職業は、高い教養を必要とする専門職業である。」 

昭和33年（1958年）中央教育審議会答申「教員養

成制度の改善方策について」3) 

 いささか古い答申内容であるが、これがいつの時

代にも不易とされてきた教員の資質・能力の根本で

ある。 

 つまり(1)教師としての使命感に燃え、(2)児童生徒

に対する教育的愛情と発達・成長に係る深い理解が

あり、(3)教科指導等に関する専門的知識を持ち、(4)

人間としての広く豊かな教養を持ち合わせているこ

とが教員として不変的に求められるものである。 

5）これからの時代の教員に求められる資質・能力 

 中央教育審議会「これからの学校教育を担う教員

の資質能力の向上について（答申）」4) は 1．検討の

背景《教員政策の重要性》の中で、「（前略）我が国

が将来に向けて更に発展し、繁栄を維持していくた

めには、様々な分野で活躍できる質の高い人材育成

が不可欠である。こうした人材育成の中核を担うの

が学校教育であり、その充実こそが我が国の将来を

左右すると言っても過言ではない。そのためには、

学校における教育環境を充実させるとともに、学校

が組織として力を発揮できる体制を充実させるなど

様々な対応が必要であるが、中でも教育の担い手で

ある教員の資質能力を向上させることが最も重要で

ある。」とし、これからの時代の教員にもとめられる

資質能力として以下のとおり提言した。 

《これからの時代の教員に求められる資質能力》 

これまで教員として不易とされてきた資質能

力に加え、自律的に学ぶ姿勢を持ち、時代の変

化や自らのキャリアステージに応じて求められ

る資質能力を生涯にわたって高めていくことの

できる力や、情報を適切に収集し、選択し、活

用する能力や知識を有機的に結びつけ構造化す

る力などが必要である。 
 

アクティブラーニングの視点からの授業改

善、道徳教育の充実、小学校における外国語教

育の早期化・教科化、ICT の活用、発達障害を

含む特別な支援を必要とする児童生徒への対応

などの新たな課題に対応できる力量を高めるこ

とが必要である。 
 

「チーム学校」の考えの下、多様な専門性を

持つ人材と効果的に連携・分担し、組織的・協

働的に諸課題の解決に取り組む力の醸成が必要

である。 
 
教員が自らの資質能力の向上を図ることは教員

自身の責務である。（教育公務員特例法第 21 条等

「教員の研修」については後述。） 

まず、こうした中央教育審議会の提言を年頭に教 

員（校長等を含む）の職務、資格等について以下に

再確認しておく。 

2. 教員の職務、資格、免許 

1）職務 

(1)校長の職務 

【学校教育法第37条第4項】 

 「校長は校務をつかさどり、所属職員を監督する。」 

ここでいう「校務」とは、学校の業務全体を指す

ものであり、学校がその目的である教育活動を遂

行するために必要とされるすべての業務である。 

 ①教育課程に基づく学習指導などの教育活動に

関する面 

 ②学校の施設設備、教材教具に関する面 

 ③文書作成処理や人事管理事務、会計事務などの

学校の内部事務に関する面 

 ④教育委員会などの行政機関やPTA、社会教育団

体との連絡調整などの渉外に関する面等 

校長の職務の概要は以下のとおりである。 

 《項 目》  《職 務 内 容》 
 ・教育課程の編成 
 ・年間指導計画の作成 
組織編成及び教育 ・始業時刻、時間割の決定 
課程関係 ・学校行事の実施 
 ・副読本、学習帳等の決定 
 ・校務分掌、学級担任、教科担任の決定 

 ・入学、転学の許可 
 ・退学、休学の許可 
児童生徒関係 ・課程修了、卒業の認定 
 ・出席状況の把握 
 ・指導要録の作成 
 ・児童生徒の懲戒 
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 ・児童生徒の健康診断の実施 
保健・安全関係 ・伝染病防止に係る出席停止 
 ・非常災害時臨時休業の決定 
 ・教職員人事に関する意見具申 
 ・教職員の服務監督 
 ・勤務時間の割り振り 
 ・教職員の休暇の承認等 
 ・学校評議員の推薦 
 ・教職員人事評価の実施 
 ・物品購入計画の作成 
 ・運営経費の執行 
 ・施設設備の管理 
 ・学校施設の目的外使用の許可 

(2)副校長の職務 

【学校教育法第37条第5･6項】 

・副校長は、校長を助け、命を受けて公務をつかさ

どる。 

・副校長は、校長に事故があるときはその職務を代

理し、校長が欠けたときはその職務を行う。この場

合において、副校長が二人以上あるときは、あらか

じめ校長が定めた順序で、その職務を代理し、又は

行う。 

(3)教頭の職務 

【学校教育法第37条第7･8項】 

・教頭は、校長（副校長を置く学校にあっては校長

及び副校長）を助け、校務を整理し、及び必要に応

じて児童生徒の教育をつかさどる。 

・教頭は、校長（副校長を置く学校にあっては校長

及び副校長）に事故があるときは校長の職務を代理

し、校長（副校長を置く学校にあっては校長及び副

校長）が欠けたときは校長の職務を行う。この場合

において、教頭が二人以上あるときは、あらかじめ

校長が定めた順序で、その職務を代理し、又は行う。 

(4)教員の職務 

【学校教育法第37条第11項】 

教諭は児童生徒の教育をつかさどる。 

教員の職務としては、法において「教育をつかさ

どる」とあるが、ここでいう教育とは、教員に与え

られた果たすべき任務、担当する役割すべてと解釈

するべきである。その具体的範囲は、前述した「校

務」の内容全般ということになる。 

2）教員の資格、免許 

(1)教員の資格 

【学校教育法第8条】 

校長及び教員（教育職員免許法（昭和 24 年法律第

147号）の適用を受ける者を除く。）の資格に関する 

事項は、別に法律で定めるもののほか、文部科学大 

臣が定める。 

【教育職員免許法第3条第1項】 

教育職員は、この法律により授与する各相当の免許

状を有するものでなければならない。 

 教員の資格条件としては、おおむね上記2つの法 

律により定められている。従って、幼稚園、小学校、 

中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校の 

主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養 

護助教諭、栄養教諭及び講師は、原則として各相当 

の免許状を有しなければならない。 

 

 教員になるためには、教職課程のある大学・短期 

大学の各課程を修了することで各教員免許を取得す 

ることができる。また、教職課程のない一般の大学・ 

短期大学であっても、卒業後に教員資格認定試験を 

受験し合格することで教員免許を取得することがで 

きる。免許取得後、公立学校の場合、各都道府県で 

実施されている教員採用試験に合格することができ 

採用されれば教員として勤務することができる。 

(2)教員の免許（普通免許状の種類） 

 普通免許状は、一般には、教育学部を有する大学・

短期大学及び一般大学・短期大学に設けられた教職

課程を修了するか、文部科学大臣が指定する教員養

成機関（専門学校を含む）において必要な教育を受

けることで、都道府県の教育委員会から授与される。

また、文部科学省やその委嘱を受けた大学が実施す

る教員資格認定試験に合格するか、都道府県の教育

委員会が実施する教育職員検定に合格することでも

授与を受けることができる。普通免許状は、授与を

教職課程のある大学・短期大学

高 校 

教員資格認定試験 

一般の大学・短大 

大学院

専修免許状 一種免許状 二 種 免 許 状 

教   員   採   用   試   験 

教職員人事関係 

予算関係 

施設設備関係 
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受ける者の学歴などに応じて区分される 

（※栄養教諭一種・二種免許状の取得には、栄養士

免許又は管理栄養士免許が必要。栄養教諭専修免許

状の取得には管理栄養士免許が必須。） 
 

普 

通 

免 

許 

状 

種類 基 礎 資 格 職種 有効期間 

専修 修士（大学院修了） 

教諭

10 年で更

新講習を

受講する 

一種 学士（4年制大学修了） 

二種 学士・短期大学士・専門士

 
(3)校長・副校長及び教頭の資格 

かつては、初等中等教育を行う学校の校長の免許

状、教育委員会の教育長の免許状、教育委員会の指

導主事の免許状についても定められ、これらの職に

就くためには、教育職員免許状法が定める免許状が

必要とされた。現在では、校長、副校長及び教頭の

資格については、学校教育法施行規則により以下の

とおり定められている。 

①校長の資格 

【学校教育法施行規則第20条】 

校長（学長及び高等専門学校の校長を除く。）の

資格は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

１ 教育職員免許法による教諭の専修免許状又は一

種免許状（高等学校及び中等教育学校の校長にあ

っては、専修免許状）を有し、次に掲げる職（以

下「教育に関する職」という。）に五年以上あっ

たこと。（以下、イ～ヌ略） 

２ 教育に関する職に十年以上あったこと。 

②副校長及び教頭の資格 

【学校教育法施行規則第23条】 

前 3条（第 20～22条）の規定は、副校長及び教

頭の資格について準用する。 

 このように、校長、副校長及び教頭の資格は、学

校教育法施行規則によって定められ、その上で、各

都道府県教育委員会が実施する管理職候補者選考試

験を経て管理職の職に就くこととなる。（都道府県

によっては管理職候補者選考試験を実施せず、現職

校長等の推薦によって選考するところもある。） 

3）教員の服務 

 服務とは、公務員がその職務に従事するに際して、

服すべき様々な義務や法律、つまり職務の遂行の仕

方と解釈できる。従って、教育公務員たる教員の服

務の意味も同様である。 

(1) 服務の根本基準 

 学校の教職員は、すべて「地方公務員」であるか

らして、その職務を通して国民（地方公共団体の住

民）に奉仕することが職務である。 

 日本国憲法第 15条第 2項を受けて、地方公務員

法第 30 条では服務の根本基準を次のように定めて

いる。 

【地方公務員法第30条】 

 すべて職員は全体の奉仕者であって公共の利益の

ため勤務し、且つ職務の遂行に当たっては全力をあ

げてこれに専念しなければならない。 

(2) 服務義務の分類 5) 

 地方公務員たる教員には、職務上の義務と身分上

の義務とがある。職務上の義務とは、教員が、職務

遂行に当たって守るべき義務であり、身分上の義務

とは、職務遂行の有無にかかわらず、教育公務員た

る身分を有する限り当然守るべき義務のことである。 
 
 ・職務専念義務（地公法第35条） 

職務上の義務 ・誠実の義務（地公法第31条） 

 ・法令、職務命令に従う義務（地公法第32 

 条、地教行法第43条第22項） 

 ・信用を保つ義務（地公法第33条）信用失 

 墜行の禁止 

 ・秘密を守る義務（地公法第34条第1項） 

身分上の義務 ・政治的行為の制限（地公法第36条、地教 

 行法第21条第3項） 

 ・争議行為等の禁止（地公法第37条） 

 ・営利企業等への従事制限（地公法第38条、 

 教特法第21条） 
 
3. 教員の資質向上に向けて 

1）教員の研修 

【地方公務員法第35条】 

 職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を

除く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべて

をその職務遂行のために用い、当該地方公共団がな

すべき責を有する職務にのみ従事しなければならな

い。 

 上記地公法第 35 条は「公務員の義務」として、

全体の利益のために勤務すること、即ち法令や条例

に従って勤務することの重要さを示しているが、一

方で‘法令又は条例の定めがある場合’として「職務専
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念義務の免除」について、法律及び条例で定めてい

る。地方公務員法第39条がその一つである。 

【地方公務員法第39条】 

 職員には、その勤務能率の発揮及び増進のために

研修を受ける機会が与えられなければならない。 

 特に、教育公務員たる教員は、教育の本質が児童

生徒との人間味あふれる触れ合いであり、単なる知

識・技術の伝達にとどまらず、絶えず研究と人格の

修養に努めなければならないという教員研修の特殊

性から、一般の公務員と比して特例が定められてい

るのである。これに関しては、教育公務員特例法で

次のように定められている。 

【教育公務員特例法第21条】 

教育公務員は、その職責を遂行するために、絶え

ず研究と修養に努めなければならない。 

2 教育公務員の任命権者は、教育公務員の研修に

ついてそれに要する施設、研修を奨励するための方

途その他研修に関する計画を樹立し、その実施に努

めなければならない。 

【教育公務員特例法第22条】 

 教育公務員には、研修を受ける機会が与えられな

ければならない。 

2 教員は、授業に支障のない限り、本属長の承認

を受けて、勤務場所を離れて研修を行うことができ

る。 

3 教育公務員は、任命権者の定めるところにより、 

現職のままで長期にわたる研修を受けることができ

る。 

2) 職務専念義務の免除と研修 

【職務に専念する義務の特例に関する条例】埼玉県 

第 1条 この条例は、地方公務員法第 35条の規定

に基づき、職務に専念する義務の特例に関し、規定

することを目的とする。 

第2条 職員は、左の各号の1に該当する場合にお

いては、あらかじめ任命権者又はその責任を受けた

者の承認を得て、その職務に専念する義務を免除さ

れることができる。 

1 研修を受ける場合 （2、3以下省略） 

このように、上記法律、条例のとおり、教育公務

員自身に直接研修義務が課せられている点で一般公

務員と異なり、また、教育公務員の研修は職務遂行

のために行うものであって、研修を行わずしては職

責を遂行できないと考えられている点が大きな特徴

である。さらに教員には「教育権」があり、研修の

自由が保障されているわけであるが、これは、教育

公務員特例法第21条第1項で教育公務員の積極的

な研修義務について、同法第22条第1項では、研

修の付与についてそれぞれ規定しているものであっ

て、教員一人ひとりの自主性・能動性に期待すると

いう観点が重視されているわけである。 

 なお、教育公務員特例法第 22条第 2項の規定で

「授業に支障のない限り、本属長の承認を受けて、

勤務場所を離れて研修を受けることができる」とあ

るが、これは教育公務員の職務の特殊性に鑑み、自

発的な研修についても校長の裁量により職務専念義

務を免除して便宜を図ろうという趣旨のものであっ

て「校外研修権」という権利を付与したものではな

く、授業に支障がなければ（例えば長期休業中など）

すべて承認しなければならないというものではない。 

 かつて「学校の先生は、夏休みや冬休みなど休み

が多くていいですね。」などという言葉をかけられた

ことがあった。「家庭研修」との名の下に、学校に出

勤せず、休暇同様の生活をしていた教員もあり、そ

のように見られたのであろう。‘家庭でなくては研修

できない’という合理的理由は世間一般では到底通

用しない。また、教育公務員特例法第 21条第 2項

で、研修のための積極的な施設活用（教育研修セン

ター、図書館、博物館等）をうたっているが、この

場合であっても、なぜその施設に行かなければ研修

できないのかという合理的理由がなければ認められ

るべきものではない。少なくとも筆者自身、8 年間

の校長在職中、「家庭研修」を承認した事例は一件も

ない。 

 教員は常に探求心をもち、学び続け、実践的指導

力等を高めるとともに、知識・技能の絶えざる研修・

向上に努めなければならない。資質能力の向上を図

ることは、教員自身の責務と心得るべきである。 

3）服務規律の徹底と教職員事故防止 

(1)教職員事故の事例 

服務規律とは、服務に就いている者が守るべき規

則のことである。地公法では、第31条で「服務の

宣誓」、第32条で「法令及び上司の職務上の命令に

従う義務」を定めている。 
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教職員事故の概要（平成28年度：埼玉県） ※埼玉県HP県政ニュースより 

処分内容 年月日 職名・年齢・性別 所 属 事   故   概   要 

1 減給3月 28.05.01 教諭・45・男 小学校 所属校にて児童への体罰（複数回） 

2 免 職 28.06.23 教諭・27・男 中学校 所属校女子生徒に対するわいせつ行為 

3 戒 告 28.06.23 校長・60・男 中学校 市教委への報告義務違反、職員の指揮監督不適正 

4 免 職 28.06.23 教諭・34・男 中学校 卒業生女子（18歳未満）に対するわいせつ行為 

5 免 職 28.06.23 教諭・51・男 特支校 都内宿泊施設内での現金窃取 

6 免 職 28.06.23 教諭・39・男 県立高校 千葉県内大学キャンパス内体育館でのユニフォーム窃取 

7 免 職 28.07.13 教諭・54・男 県立高校 県内ショッピングセンターでの食料品窃取他 

8 免 職 28.07.13 教諭・50・男 県立高校 所属校女子生徒に対するわいせつ行為 

9 停職6月 28.07.13 教諭・29・男 県立高校 無免許運転、免許証写しの改ざん 

10 戒 告 28.07.13 教諭・49・男 県立高校 自動車運転による交通事故、被害者右腓骨骨折等 

11 減給1月 28.07.28 教諭・27・女 中学校 自動車運転による交通事故、被害者左上腕骨骨折等 

12 停職6月 28.07.28 助教諭・28・男 小学校 住居敷地内不法侵入 

13 戒 告 28.08.10 教諭・28・男 小学校 自動車運転による交通事故、被害者頸椎捻挫、胸部挫傷 

14 免 職 28.08.25 教諭・34・男 中学校 所属校内にて女子生徒の盗撮（複数回） 

15 減給6月 28.09.12 教諭・47・男 県立高校 自宅及び本人所有物件での民泊サービスによる旅館業法違反 

16 免 職 28.09.20 教諭・36・男 中学校 県内路上にて女子高生に対するわいせつ行為 

17 免 職 28.10.20 実助・53・男 県立高校 所属校同総会費横領 

18 戒 告 28.10.20 教諭・37・男 県立高校 自動車運転による交通事故、被害者右腕手首骨折等 

19 免 職 28.10.20 教諭・52・男 中学校 所属校にて女子生徒の盗撮 

20 免 職 28.10.20 教諭・37・男 中学校 所属校女子生徒に対するわいせつ行為 

21 停職6月 28.10.20 教諭・50・女 中学校 県内スーパーマーケットでの改ざん商品券使用 

22 戒 告 28.11.22 教諭・25・男 中学校 自動車運転による交通事故、被害者胸椎・腰椎破裂 

23 免 職 28.12.21 教諭・37・男 県立高校 所属校女子生徒に対するわいせつ行為 

24 免 職 28.12.21 専門員・60・男 特支校 所属校団体会計からの横領 

25 免 職 28.12.21 教諭・54・男 小学校 所属校にて児童への暴行、体罰 

26 免 職 28.12.21 教諭・26・男 中学校 酒気帯び運転、道路交通法違反 

27 免 職 29.01.12 教諭・29・男 小学校 県内パチンコ店での他人の財布窃取 

28 免 職 29.02.08 教諭・61・男 特支校 酒気帯び運転、道路交通法違反 

29 減給1月 29.02.08 教諭・42・女 小学校 自動車運転による交通事故、被害者右鎖骨骨折等 

30 免 職 29.03.23 教諭・24・男 県立高校 酒気帯び運転、道路交通法違反 

31 免 職 29.03.23 教諭・59・男 県立高校 所属校女子生徒に対するわいせつ行為 

32 減給1月 29.03.23 教諭・52・男 県立高校 所属校にて男子生徒に対する体罰 

33 戒 告 29.03.23 養教・26・女 小学校 自動車運転による交通事故、被害者腰骨、右鎖骨、頭蓋骨骨折等 

 

 埼玉県では、職員の服務の宣誓に関する条例に基

づき、埼玉県立学校職員服務規程、公立小・中学校

職員服務規定が定められ、教育公務員たる学校の教

職員は、これらの規定等を遵守しなければならない。 
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 体罰や不適切な発言・指導、わいせつ行為や交通

事故、窃盗行為、学校団体費・同総会費などに係る

経理事故、パソコン・USBメモリーなどの管理不注

意による個人情報紛失など、教育公務員としてはも

ちろんのこと、一般社会人としても事故があればす

べて服務規律違反となり懲戒処分の対象となる。 

（前頁参照）6) 

(2) 不祥事を起こした場合の教育公務員の責任 7) 

①行政上の責任 

地方公務員法第 28 条の規定に基づき、懲戒処分

となる。（戒告・減給・停職・免職）懲戒処分と

なれば、退職手当の支給無し、教育職員免許状失

効、3 年間再授与不可となる。また、退職後、在

職期間中の行為が懲戒免職処分相当と認められ

れば、退職手当の返納を求められることもある。 

②民法上の責任 

不法行為に基づく賠償として、被害者から治療費、

慰謝料、修繕費などの請求を受ける。 

③刑事上の責任 

刑法、道路交通法、児童福祉法、迷惑行為防止条

例、青少年健全育成条例等により罰金や懲役刑な

どが科される。禁固以上が確定すれば失職。 

④学校、教職員全体への信用失墜 

一人の教職員が不祥事を起こせば、学校及び教職

員全体の信用に影響を与え、誠実に勤務している

教職員までも、児童生徒・保護者などから信頼を

失うこととなる。 

⑤児童生徒への影響 

教職員を信頼していた児童生徒は、心理的に動揺

し、学校や教員を信用しなくなったり、学校生活

に意欲を失ってしまうことがある。 

⑥学校への影響 

不祥事を起こすと、その内容を知った人々から学

校に苦情や問い合わせが相次ぎ、学校はその対応

に追われ、教育活動に支障が生じる。 

⑦家族への影響 

処分を受け、職を失えば、収入が途絶え、家族は

経済的に困窮する。また、被害者に対する賠償だ

けでなく、長期にわたって精神的にも大きな負担

を負うこととなる。また、実名報道などにより、

住み慣れた地域での生活が出来なくなることも

考えられる。 

(3) 不祥事根絶に向けた埼玉県教育委員会の取組み 

【小・中学校及び県立学校】 

①服務規律の確保に係る通知（毎年・随時）発出 

②校長会議等における指示（毎年） 

③倫理確立委員会の全校設置（毎年） 

④教職員事故防止強化月間（毎年 10～11 月）設定

（不祥事防止チェックポイント、教職員事故防止

取組み事例集配布、研修報告提出指示） 

⑤「教職員の不祥事防止に関する教育長メッセージ」

「不祥事防止の行動指針」配布及び県教委ＨＰに

掲載（平成22年10月～） 

⑥年次研修、臨時的任用職員研修における講義（平

成23年度～） 

⑦初任者及び臨時的任用職員に対する校長からの個

別指導（平成23年度～） 

 公務員、特に教育公務員は、児童生徒の健全育成

と安全指導に携わり、高い倫理観を求められる職業

であることは言うまでもない。学校現場では、日頃

から服務規律を遵守すべく研修を実施したり、不適

切な指導や不適正な事務をチェックできる体制を整

備したりしているが、職場を離れた私生活における

行動については最終的には個人の倫理観や良心に委

ねざるを得ない部分があることも事実である。 

 その中で発生した不祥事であっても、反社会的で

悪質な行為は犯罪であり、刑事責任を問われること

となる。その際、報道上の肩書きは「〇〇学校教諭」

「〇〇学校職員」であり、不祥事を起こした教職員

だけでなく、同僚の教職員や学校の信用さえも失わ

れることになる。これまで多くの教職員が強い使命

感と高い倫理観の下、児童生徒のために日々努力し

ている中、ほんの一握りの者の不祥事のために、こ

れまで築いてきた信頼も一瞬にして崩壊してしまう

こととなる。 

 一人ひとりが教育公務員としての強い使命感と高

い倫理観を持ち、日々の教育活動に励むことはもと

より、学校組織として、不祥事根絶のためにどのよ

うに取り組んでいくべきか、校内研修等を重ねなが

ら真剣に考えていく必要があるだろう。 

（参考：埼玉県教職員事故防止強化運動期間におけ

る職員配布資料より）7) 
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Ⅲ‘チーム学校’としての特色ある教

育活動の在り方 

1.‘チーム学校’体制の構築 

1）‘チーム学校’とは 

 ‘チーム学校’という考え方が言われはじめたのは

いつ頃からだろうか。 

 筆者は 2002年（平成 14年）、総合選択制を導入

した生徒数 2800 名を超える全日制普通科の超マン

モス高校に赴任した。管理職も校長、副校長、教頭

6 名、事務局長、事務局次長、庶務・学事・施設の

3課長という構成であった。 

 学校運営・教育活動の中核は、校長をリーダーと

する副校長、教頭6名、それぞれの教頭の下にいる

教務主任による校務運営会議であり、まさに‘管理職

チーム’として機能していた。 

 多様化する生徒の実態・ニーズに対応し、学校教

育目標を具現化するためには、管理職を含むすべて

の教職員が「何を」「どうするか」という点において

常にベクトルを共有していかなければ、これだけの

超マンモス高校は成立しない。 

 元来、学校は、一人ひとりの教員の個性と能力、

努力と教育にかける情熱に支えられてきた部分が多

いが、個々の教員がてんでんバラバラに教育活動を

行ってきた組織ではない。管理職としてはじめて勤

務した上記の超マンモス高校を含め、少なくとも筆

者が勤務してきた高等学校では、教員同士、教員と

事務職員、学校と保護者を含めた地域とが、こまめ

に連携を図りながら、生徒の育成・指導、教育活動

に当たってきた。 

 学校組織はよく「鍋ぶた」組織と言われるが、実

態はそんな極端な組織ではなく、強大なリーダーシ

ップを発揮する校長があったとしても、教職員・保

護者・地域関係者との連携・協力がなければ成り立

たないのである。ここで、‘チーム学校’とプロ野球 

チームを比較してみよう。 

【チーム学校】     【プロ野球チーム】 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロ野球チームでは、監督の下に、監督を助け、

様々な角度から助言を行い、時に良き相談役として

のヘッドコーチが存在する。 

学校で言えば、校長の下、校長を助け、時に良き

相談役、パートナーとしての副校長・教頭がそれで

ある。 

プロ野球チームにおける各コーチ（投手・打撃・

バッテリー等）は、学校では教務・進路・生徒指導

などの各分掌主任がそれであろう。 

各コーチ陣は、技術指導や助言をしながら選手を

育て、チームの勝利に向けてその任に当たっている。

各分掌主任は、教員で構成される分掌をまとめ、教

育活動の円滑な推進のため分掌業務を牽引する。プ

ロ野球チームでは、選手はレギュラー組と控え組（或

いは 1軍・2軍）という区別があるが、学校での教

員には、レギュラーも控えもない。全員が学校運営

を支えるレギュラーである。 

プロ野球では、選手がその力を最大限に発揮でき

る練習環境を整備し、投手・打撃・内・外野守備走

塁コーチなどがその専門性を連携させ、現場とフロ

ントが一体となってチームの総合力を高めていくこ

とでチームの勝利を目指す。 

同様に、今や学校も、学校教育目標の具現化に向

けて、複雑化・多様化している様々な課題に対応す

るべく、組織全体の総合力を高めていくことが不可

欠であり、誰もがレギュラーである教員が、その指

導力を存分に発揮できる教育環境を整備していくと

ともに、事務職員、保護者や地域関係者、外部の専

門スタッフなどとも連携し、チームとしての体制を

構築・強化することが重要である。 

2）‘チーム学校’を機能させるための学校マネジメン

ト力 

(1) 力を発揮できる人材の育成 

～人事評価制度を活用して～ 

 一般的に‘マネジメント力’と言えば、経営能力・経

営手腕などと考えられるが、学校マネジメント力と

なれば、まさしく校長のリーダーシップ、管理運営

能力ということになろう。‘チーム学校’においては、

そうした管理職のリーダーシップや管理運営能力も

校  長 

副校長・教頭 

主幹教諭 

分掌主任 

 教務、進路、生徒指導

 図書・視聴覚、渉外、

 保健・環境etc. 

監  督

ヘッドコーチ

ヘッドコ－チ補佐 

担当コーチ 

 投手、打撃、バッテリー

 内・外野守備走塁 

 戦略、スコアラーetc. 

教  員

事務職員等

選手（レギュラー・控え） 

フロント業務係 
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さることながら、チームを根底から支える教員の指

導力向上、資質能力の向上に加え、チームとして取

り組む新しい学校組織の姿がイメージできる教職員

の意識改革が不可欠である。従って、教職員が意欲

を持って、それぞれの専門性を生かし、自らの職責

を果たすことができるようにするためには、一人ひ

とりの教職員の能力や業績を適正に評価し、適切に

人事や処遇等に反映させるとともに、校内における

校務分掌、学年、担任等の決定などに人事評価制度

を有効に活用していくことが肝要である。 

 埼玉県では、平成17年11月に埼玉県教育委員会

規則第 28 号により「埼玉県立学校職員の人事評価

に関する規則」を制定した。ここでは「人事評価は、

公正な人事管理に資するとともに、職員の資質及び

能力の向上を図ることにより学校の教育力を高め、

もって職員が協力して幼児、児童及び生徒を伸び伸

びと健やかに成長させることを目的とする。」（第 2

条：評価の目的）と規定している。 

 また、人事評価の方法として第7条第2項で次の

ように規定している。 

 「職員は、当該評価期間における職員が設定した

目標の達成状況（以下「実績」という。）、職務遂行

の過程で発揮された能力及び執務姿勢（以下「行動

プロセス」という。）、並びに職務遂行の過程におけ

る他の職員とのコミュニケーション及び協働に関す

る行動（以下「チームワーク行動」という。）につい

て自ら評価を行い、その結果を評価書に記載し、第

一次評価者（副校長又は教頭）に提出するものとす

る。 

(2) 学校マネジメント力を支える教員～その力量を

見極める 

 「埼玉県立学校職員の人事評価に関する規則」で

は、教員評価のための領域と着眼点を次のように示

している。（高等学校教諭の場合） 

①指導計画の作成・改善 

・生徒の実態や教科・科目等の系統性を踏まえ

た年間指導計画を作成している。 

・授業の充実を図るため、常に教材研究に努め

ている。 

・学習指導要領を踏まえ、適切な指導目標を設

定している。 

・適切な指導計画のもと、年間を通じて計画的

に授業を進めている。 

②学習指導と計画 

・生徒の実態に即した指導が行われ、学習状況

の把握、支援などが適切である。 

・教科・科目に関する専門的知識・技能が発揮

され、生徒の理解を促進している。 

・生徒一人ひとりの学習状況を把握し、学力向

上のための支援を行っている。 

・指導と評価の一体化が図られ、学習指導の工

夫・改善に努めている。 

③学年・HR経営・生徒指導・進路指導・特別活

動等 

・教員間で学年運営上の課題を共有するなど、

相互理解に努めている。 

・教育相談的な対応に心がけ、生徒理解に努め

ながら適切な生徒指導を行っている。 

・生徒の実態に応じ、進路選択ができるよう適

切に支援している。 

・学校・学年行事等を通じて、生徒の自主性・

自発性を育てる指導を行っている。 

・家庭や地域と情報交換を行い、連携して指導

している。 

④校務分掌等 

・校務分掌の意義や自らの役割を理解し、適切

活動を展開し、責任を果たしている。 

・分掌等の課題について改善策を示すなど、学

校運営に参画している。 

・保護者や地域と連携し、開かれた学校づくり

を推進している。 

・教育公務員として高い自覚を持ち、規律の遵

守や公正を重んじた行動をとっている。 

⑤チームワーク行動 

・日常的に円滑なコミュニケーションを取りな

がら、キャリア段階ごとに期待される行動を

行っている。 

（参考：埼玉県立学校職員の人事評価に関する規則 8) 

別表第1 評価領域および行動プロセスに関する着眼点より） 

 こうした領域ごとの評価の着眼点を踏まえ適正に

教員を評価し、また、確実にその力量を見極め、如

何に適材適所に配置していくか。学校運営上、最も

重要な課題である。 
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 校長の職務として「校務分掌、学級担任、教科担

任の決定」があるが、分掌・担任など、どこに、誰

を配置するかで、学校マネジメント力向上の成否は

大きく左右される。特に重要なポイントは「分掌主

任、学年主任」の決定である。 

 筆者は校長として、教職員評価に当たり、自ら又

は教頭と分担して授業監察を計画的に行い、年間 3

回の教職員面談を実施する中で、個々の教員の力量

を様々な角度から分析・判断し、各主任候補をピッ

クアップ、教頭と協議の上、選定してきた。また、

主任以外でも、学科長（専門高校の場合）、教科主任、

部活動顧問の決定など、評価制度を十二分に活用し、

学校マネジメント力の根幹となる組織編成に専心し

てきた。 

 教員の力量を的確に見極め、分掌主任、学年主任、

担任など適正に配置し、どのように学校運営に当た

っていくか、校長としての力量が強く求められると

ころである。 

(3) 学校マネジメント力を左右するもう一つの側面 

～教職員の‘同僚性’を高める～ 

‘同僚性’とは、一般に同僚同士が、お互いを相互

に支え合い、成長し、高め合っていく関係性を言う

が、特に学校教育現場においては、教員同士の協働

関係や援助、支え合いの重要性を示すものと考えら

れている。 

 かつて平成17年10月の中央教育審議会答申 9)に

おいて「教師の資質向上のためには、職場の同僚同

士のチームワークを重視し、全員のレベルを向上さ

せる視点と、個々の教師の能力を評価し向上を図っ

ていく視点の両方を適切に組み合わせることが重要

である。」と提言された。そして、平成24年6月の

中央教育審議会 10)では「教員が複雑かつ多様な課題

に対応できる専門的知識・技能を向上するとともに、

チームとして組織的かつ効果的な対応を行う必要が

ある。」と示している。つまり、学校という組織では、

教員同士の中に同僚性を育て、チームワークによっ

てあらゆる課題に対応していくことの重要性が示さ

れたのである。 

 筆者は、人事評価制度における校長としての「教

職員の指導育成及び勤務状況の把握」に関する領域

で、常にこの‘同僚性の向上’を目標の一つとして

掲げてきた。学校組織は、典型的な「鍋ぶた」組織

といわれるように、分掌・学年・教科等の集団にお

いて 40代、50代のベテラン教員と 20代前半の若

手教員が混在し、すべてにおいて同等の職務遂行が

要求される。そうした中で、一例をあげれば、若手

教員が学級経営で悩むことがあった場合など、個人

で解決していくことも重要であるが、そんな時こそ、

学年主任やベテラン教員に気軽に相談できたり、学

年全体で問題解決に当たれる体制ができているとい

うことが‘同僚性’ということであろう。これは、教科

内の問題であったり、分掌業務等においても言える

ことである。 

 一方で、学校という組織では、同僚性を重視する

あまり、とかく学年単位、教科単位のみで動きがち

な側面も否めないので、学校全体のマネジメント力

強化という視点では、時として、学年や教科の枠を

越えて問題解決に当たったり、全体で教育活動の企

画・立案を行い、実施していくという機能を充実さ

せる必要もあろう。「企画委員会」「校務委員会」な

るものがそれである。 
 

例：企画委員会構成メンバー 

管理職（校長、副校長及び教頭、事務長） 

主幹教諭（兼：教務主任）、生徒指導主任 

進路指導主任、学科長（専門高校の場合） 

学年主任 

 
2.‘チーム学校’創造の核となる特色ある教育活動

の在り方 

1) カリキュラムマネジメントの重要性 

 一般的に‘カリキュラム’とは「狭義には、学校

教育の内容を発達段階や学習目標に応じて系統的に

配列した教育課程」であり、‘教育課程’とは「学校

教育で望ましい学習がてんかいされるように配慮し

てつくられる、教育の目標・内容構成・配当時間な

どの総体。教科・科目などの指導領域を設け、教材

を選定、配列することによって構成される」11)もの

である。 

 高木らはその著書‘チーム学校を創る’の中で、

カリキュラムマネジメントの定義として「学校が創

意工夫を生かした特色ある教育活動を進めるため、

地域や学校の実態に即し、学校の特色を生かした適

切な教育課程を編成、実施するとともに、絶えず評
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価、改善していくこと」12)と述べている。 

 教育基本法第6条第2項では「教育の目標が達成

されるよう、教育を受ける者の心身の発達に応じて

体系的な教育が組織的に行われなければならない」

と定めているが、これは、学校において、児童生徒

の資質・能力を確実に育成するためには、教育活動

全般にわたって目標・計画をしっかりと策定し、効

果的に展開・実施していくことに他ならない。 

 従って、教育課程の編成と実施の過程（PCDAサ

イクル）がカリキュラムマネジメントの最も重要な

視点と考えられる。 

2) 教育課程の編成・実施 

 校長の重要な職務の一つに「教育課程の編成」が

あるが、実際には校長一人で教育課程を定めるわけ

ではない。一般的には各学校に「教育課程委員会」

なるものが組織され、各教科等の教育内容を相互の

関係で捉え、教育目標を踏まえた教科横断的な視点

で、目標達成に必要な教育内容をいかに配列してい

くかなどについて定期的に検討し決定される。 

《教育課程委員会の構成》（例：県立T高校の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県立高等学校における教育課程の編成につ

いては「埼玉県高等学校教育課程編成要領」（平成

22年9月埼玉県教育委員会）13)が定められているわ

けであるが、その第1章で教育課程編成の原則を次

のように定めている。 

第１章 教育課程編成の一般方針 

第１ 教育課程編成の原則 

 各学校においては、日本国憲法、教育基本法、学校

教育法その他の関係法令ならびに高等学校学習指導

要領及び埼玉県高等学校教育課程編成要領教育課程

一般編に示すところに従い、適切な教育課程を編成

し、これらに掲げる目標を達成するよう教育を行うも

のとする。 

 教育課程の編成に当たっては、生徒の人間として調

和のとれた育成を目指し、地域や学校の実態、課程や

学科の特色、生徒の心身の発達の段階及び特性等を十

分考慮することが必要である。 

（以下 略） 

また、この原則を踏まえ、第2章では教育課程編

成の基本方針を次のとおり定めている 

教育基本法や学校教育法等の規定にのっとり、確か

な学力、豊かな心、健やかな体の調和を重視し「生き

る力」を培うことを基本的なねらいとする。また、高

校生の興味・関心や進路等の多様性を踏まえ、必要最

低限の知識・技能と教養を確保するという共通性と、

学校の裁量や生徒の選択の幅の拡大という多様性と

のバランスに配慮して、次に示す基本方針を踏まえて

教育課程を編成しなければならない。 

１ 教育基本法改正等で明確となった教育の理念を

踏まえ「生きる力」を育成すること 

２ 知識・技能の習得と思考力・判断力・表現力等の

育成のバランスを重視すること 

３ 道徳教育や体育などの充実により、豊かな心や健

やかな体を育成すること 

 さらに第3章においては、教育課程編成上の配慮

すべき事項として（項目のみ） 

第 1 各教科・科目の選択に関する配慮事項 

第 2 類型・コースと各教科・科目の履修に関する

配慮事項 

第 3 各教科・科目等の内容等の取扱いに関する配

慮事項 

第 4 指導計画作成に当たっての配慮事項 

第 5 職業教育に関しての配慮事項 

第 6 専門学科における配慮事項 

第 7 総合学科における配慮事項 

第 8 就業やボランティアにかかわる体験的な学習

指導 

の8点を示し、教育課程実施上の配慮すべき事項と

して次の14点を示している。（項目のみ） 

第 1 言語活動の充実 

第 2 ガイダンスの機能の充実 

主幹教諭（兼 教務主任） 

学科長（専門高校の場合）① 

     〃      ② 

     〃      ③ 

教科主任①

  〃  ②

  〃  ③

  ・

  ・

  ・

委員長 

(校長) 
副委員長 

(教頭) 
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第 3 生徒指導の充実 

第 4 進路指導の充実 

第 5 見通しを立てたり、振り返ったりする学習活

動の重視 

第 6 指導体制の確立及び個に応じた指導の充実 

第 7 学習の遅れがちな生徒の指導 

第 8 障害のある生徒などの指導 

第 9 海外から帰国した生徒などの指導 

第10 情報手段と教材・教具の適切な活用 

第11 学校図書館の機能の活用 

第12 評価と指導の改善 

第13 家庭や地域社会との連携の推進 

第14 部活動と教育課程の関連 

 各学校は、こうした教育課程編成要領の原則、基 

本方針を踏まえ、且つ編成・実施上の配慮事項を考 

慮しながら、教育課程委員会において、学校教育目 

標に基づく各学科・各学年・各教科等の目標を明確 

にし、主な内容を選択・配列、展開に必要な授業時 

数（単位時間）の配当について検討を重ね、各々の

年間指導計画を作成していく。 

 学校の特色ある教育活動の中核にあるのは教育課 

程である。教育課程の編成と実施の過程（PCDAサ

イクル）がカリキュラムマネジメントの最も重要な

視点であると述べた。 

 学校は、校長のリーダーシップの下、教職員が一

丸となって学校教育目標（目指す学校像）の実現に

向け、重点目標を明確にした上で「学校年間教育計

画(Plan)」「教育活動の実践(Do)」「教育活動の評

価(Check)」「評価結果に基づく改善・更新(Action)」

といったマネジメントサイクルにより、学校運営の

改善や教育活動の改善を図らねばならない。 

3）県立高等学校における教育課程表の事例 

 実際の特色ある教育課程表を事例として紹介する。 

事例A：進学特化型 全日制普通科単位制 県立K高校14) 

事例B：進学・就職型 全日制普通科 県立K高校15) 

事例C：進学・就職型 全日制総合学科 県立Y高校16) 

事例D：就職特化型 全日制専門学科 県立T高校17) 

 事例 A の県立 K 高校は、埼玉県内屈指の全日制

普通科の進学男子校である。県内はもとより、全国

に著名な卒業生が多く有り、保護者、卒業生、地域

等からの大学進学に対する期待は大きい。昨年度か

ら「進学型単位制」を導入した。各教科・科目にお

いて、「～探求」「～研究」等の学校設定科目が新設

され、大学受験に必要な科目をアラカルト的に選択

できる。多くの科目を設定することで少人数授業が

可能であり、大学受験を見据えたきめ細やかな学習

指導のできるところが大きな特徴となっている。 

 事例 B の県立 K 高校は、全日制普通科で中規模

の男女共学校である。3 年次より進路希望に合わせ

てコース制がとられている。大学、短大、専門学校

進学希望者と就職希望者の割合はおおよそ 6：4 程

度である。教育課程上、大きな特徴はないが、進学・

就職両方面の進路に対応できるものとなっている。 

 事例Cの県立Y高校は、中規模の全日制総合学科

（単位制）の男女共学校である。2年次より 4系列

（文理、環境・地域、情報ビジネス、健康・生活）

10プランが設定されており、生徒は各々の進路希望

や興味・関心によって系列を選択する。地域連携型

総合学科として、専門学科に匹敵するほどの多くの

科目が設定されている。総合学科高校の最大の特徴

である。 

 事例Dの県立T高校は、県内屈指の歴史と伝統を

誇る男女共学の総合専門学科高校である。ここに示

した教育課程は単一の学科のものであるが、2 年次

からコースに分かれ、より専門的分野の学習が可能

である。設置されているすべての学科において、時

代のニーズに応えうる各分野のスペシャリストを育

成する典型的な就職に特化した専門高校である。 

 このように各学校ごとに創意工夫を生かした特色

ある教育課程が編成され、実施されている。学校は

特色ある教育課程を中核として、カリキュラムマネ

ジメントの充実を図り、どのような児童生徒を育成

していくのかを的確に示し、組織として教育活動全

体を主体的に改善していくことが重要である。 

 ‘チーム学校’の創造を考える時、チームを支え

る教職員のさらなる資質能力の向上と特色ある教育

課程の編成・実施を軸に組織としてのカリキュラム

マネジメントの重要性がますます問われる時代とな

るであろう。 

 

Ⅳ おわりに 

 ‘チーム学校’の創造が求められ、これまで以上

に学校のマネジメント力・マネジメント体制強化の
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必要性が問われる背景には、学校や教員が、複雑化・

多様化した課題に対して専門職の教員だけでは充分

な対応が出来なかったり、授業準備や教材研究等に

も十分な時間を割くことさえも出来ないなどという

実態があった。 

 事実、文部科学省が平成29年4月に公表した「公

立小中学校に勤める教員の勤務実態調査（2016）」

では、中学校教諭の半数以上が‘過労死ライン’と

いう結果となり社会に大きな衝撃を与えた。教員の

多忙化・過重労働が叫ばれるようになって久しく『日

本の先生、勤務時間は世界最長！』などの見出しが

新聞紙面を賑わしたのも最近のことである。 

 そして、教員の長時間労働の解消に向け対策を検

討している中央教育審議会「学校における働き方改

革特別部会」は、タイムカードを使った勤務時間管

理や、事務作業を代行する専門スタッフの配置など

を盛り込んだ緊急提案をまとめた。18) 

 また、埼玉県は「教員の負担軽減が喫緊の課題で

ある」として、「教員の働き方改革推進プロジェクト

委員会」（第 1回：平成 29年 8月 28日）を開催、

年4回の協議内容を基に、最終的に県として具体的

な業務改善目標を策定するとした。19) 

 このような教員の働き方改革が叫ばれる中、複雑

化・多様化した学校の課題に対応し、児童生徒の豊

かな学びを実現するため「チームとしての学校」体

制の構築が急務であるとの視点から、まず、‘チーム

学校’の根底を支える教員の職務・職責等を再確認

し、その資質能力の向上について検討するとともに、

人事評価制度を活用した人材育成の在り方、特色あ

る教育課程の編成・実施に向けた学校マネジメント

機能強化の必要性について考察してきた。 

 ‘チーム学校’には、地域関係者や教員以外の専

門スタッフの配置を促進するなど、まだまだ山積し

ている課題も多く、当然、学校だけでは解決できな

い課題に対しては、教育委員会などの教育行政機関

による新たな施策の実行や財政面でのバックアップ

体制も欠かせないであろう。 

‘校長は孤独である’ 

 しかし、もしそうであるとしても、確固たる教育

ビジョンを自信を持って示し、常に学校運営をリー

ドする気概を持って臨めば、自ずと教職員は一致団

結し、すばらしい学校運営が実現できるはずである。 

 これは紛れもない自身の体験である。 
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平成２８年度入学生（第２年次）

科目等
国語総合 4 5
現代文B 4 *2 *2

*3 *3
*2 *3
*2 *2

世界史B 4 3
日本史B 4 3
地理B 4 3

4
2
4
2

現代社会 2 2
政治経済 2
倫理 2
(学)公民探究 2 2
数学Ⅰ 3 4

4
3

数学Ⅲ 5 5
数学A 2 2
数学B 2 2

4
2

(学)数学探究Ⅰ 1 1
(学)解析学入門 2 2
(学)幾何学入門 2 2

物理 4 4
化学基礎 2 2
化学

□2

*2 *4
*2 *1

4
□2

地学 4 4
2
1
3
2
1
3
2
1
3
2
1

理科課題研究 1 2
体育 7～8 3 2 3
保健 2 *1 *1

2
1

音楽Ⅰ 2 ○2
音楽Ⅱ 2 ◎2
美術Ⅰ 2 ○2
美術Ⅱ 2 ◎2
書道Ⅰ 2 ○2
書道Ⅱ 2 ◎2
コミュニケーショ ン英語Ⅰ 3 3
コミュニケーショ ン英語Ⅱ 4 4

4
3

英語表現Ⅰ 2 2
英語表現Ⅱ 4 *2 *2

2
1

家庭 家庭基礎 2 2 2
情報 情報の科学 2 2 2

専門国語 古典研究　　　　　　　1007 2～8 2 0･2
4
2

専門公民 倫理講読　　　　　　　1203 2～6 2 0･2
フードデザイ ン 2～6 2
栄養 2～3 2

専門情報 アルゴリズムとプログラ ム 2～6 2 0･2
専門音楽 ソルフェ ージュ 3～8 2 0･2
専門美術 美術総合研究　　　　2606 2～6 2 0･2
専門書道 実用の書　　　　　　　2707 2～4 2 0･2

スポーツⅠ 2～12 2
スポーツⅡ 2～12 2
スポーツⅢ 2～12 2

専門英語 英語理解 2～6 2 0･2
31 31 32 94

ホームルーム活動 － 1 1 1 3
単位数 2 1 3

卒業までに履修させる

各教科・科目及び総合

的学習の時間の単位数

の計９７単位以上

卒業までに修得させる

各教科・科目及び総合

的学習の時間の単位数

の計９２単位以上

33 100
（週当たり授業時数）

備　　　　　考

・１年次では、□から１科目、○から１科目を選択する。

・２年次の◎は、１年次の○と同一科目を選択する。

・*は分割履修を表す。

・日本史B、地理Bから少なくとも１科目を選択する。

･物理基礎、地学基礎、生物基礎のうち少なくとも２科目を選択する。

・体育及び保健は合計１０単位履修する。

33

小            計
特別活動

総合的な学習の時間
合　　　　　　計

34

主と　して専

門学科にお

いて開設さ

れる各教科

・　　科目

専門地理歴史 世界地誌　　　　　　  1102 2～6 0･2･4

専門家庭 0･2

専門体育 0･2

(学)物理探究

芸術 4

外国語 16･17・18・19
コミュニケーショ ン英語Ⅲ 4

(学)英語研究 1～2

2･4･6
2
2

2～4

保健体育 10・11・12
(学)スポーツ総合 1～2

8･10･18･20

(学)化学探究 1～3

(学)生物探究 1～3

(学)地学探究 1～3

4

13･15･17･18･19

数学Ⅱ 4

数学探究            　1301

理科

物理基礎 2
4
2

3

生物基礎 2

1～2

地学基礎 2
2

各　　学

科　　に

共　　通

す　　　る

各　　教

科　   ・

科   目

国語 13･14･15
古典B 4

地歴 6･8･13･15･17
(学)世界史･近現代研究 2～4

(学)日本近現代史 2～4

公民

数学

4
2

生物

A:県立K高校（進学校）

計
教科等

各教科・科目等
標準単位 １年次 ２年次 ３年次
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科目等 文系 文理系 理系 文系 文理系 理系

国語総合 4 4

現代文Ａ 2

現代文Ｂ 4 3 3 3 3

古典Ａ 2 2

古典Ｂ 4 3 3

世界史Ａ 2

世界史Ｂ 4 3

日本史Ａ 2 2 2

日本史Ｂ 4 4

地理Ａ 2

地理Ｂ 4

現代社会 2 2

倫理 2

政治・経済 2 3 3

数学Ⅰ 3 3

数学Ⅱ 4 3

数学Ⅲ 5 4

数学Ａ 2 1

数学Ｂ 2 2

数学探究　1301 2 2 2

科学と人間生活 2

物理基礎 2 2

物理 4 ☆4 ☆4

化学基礎 2 3

化学 4 ☆4 ☆4

生物基礎 2 2

生物 4 ☆4 ☆4

地学基礎 2 2

地学 4

理科課題研究 1

体育 7～8 3 3 2 2 2

保健 2 1 1

音楽Ⅰ 2 ○2

音楽Ⅱ 2 ○2

音楽Ⅲ 2 ○2 ○2 ○2

美術Ⅰ 2 ○2

美術Ⅱ 2 ○2

美術Ⅲ 2 ○2 ○2 ○2

書道Ⅰ 2 ○2

書道Ⅱ 2 ○2

書道Ⅲ 2 ○2 ○2 ○2

コミュニケーション英語基礎 2

コミュニケーション英語Ⅰ 3 3

コミュニケーション英語Ⅱ 4 3

コミュニケーション英語Ⅲ 4 4 4 4

英語表現Ⅰ 2 2

英語表現Ⅱ 4 2 3 3 3

英語会話 2
家

庭 家庭総合 4 2 2 4 4 4

社会と情報 2 2

情報の科学 2 2

28 28 28 28 28 84 84 84

ホームルーム活動 1 1 1 1 1 3 3 3

単位数 1 1 1 1 1 3 3 3

30 30 30 30 30 90 90 90

B:進学・就職型　県立K高校（全日制普通科）

平成28年度入学生（１年生）

各教科・科目等 標準

単位
第１学年 第２学年

第３学年 合計

教科等

12

地

理

歴

史

7 5 5

国

語
15 15

6 6

数

学
9 9 13

11
理

科
9

5

6

総合的な学習の時間

17

情

報
2 2 4

保

健

体

育

2

10 10 10

芸

術

小計
特別活動

各

学

科

に

共

通

す

る

各

教

科

・

科

目

11

公

民
5

備考
理科　３年次：☆から１科目選択

芸術：○の中から１科目選択、２年次、３年次については同一科目を選択する。

・卒業までに履修させる各教科・科目及び

総合的な学習の時間の単位数の計

８７単位以上

・卒業までに修得させる各教科・科目及び

総合的な学習の時間の単位数の計

８７単位以上

外

国

語

17 17

合計（週当たりの授業時数）
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１年次
科目等 共通 共通 ２Ａ群 ２Ｂ群 ２Ｃ群 共通 ３Ａ群 ３Ｂ群 ３Ｃ群

国語表現 3 ●2 2

国語総合 4 ☒4

現代文Ｂ 4 ☒3 3

古典Ａ 2 ￥＄2 ▼＄2

古典Ｂ 4 ○2 ○2

(学)国語探究 2

(学)教養国語 2 1

(学)読書探究 2 ※2 ※2

世界史Ａ 2 2

世界史Ｂ 4 ♭4 ♭4

日本史Ａ 2 3

日本史Ｂ 4 ♭4 ♭4

地理Ａ 2 ￥＄2 ▼＄2

(学)郷土の歴史 2

(学)社会特講 2 ※2 ※2

現代社会 2 2

政治・経済 2 ♭2∑2

倫理 2 △▲＄％2

数学Ⅰ 3 ☒4

数学Ⅱ 4 ◎4●2 ●2

数学Ⅲ 5 ◎5

数学Ａ 2 ☒3

数学Ｂ 2 ◎3

数学探究1301 2～4 ✪2

(学)数学総合Ⅰ 2

(学)数学総合Ⅱ 2

(学)教養数学 2 ○2♪2 ✪2

(学)数学総合 2 ♪2

(学)数学基礎 2 ♪2 ✪2 ▼2

化学基礎 2 2

物理基礎 2 ◎2

化学 4 β2 β2

(学)環境と化学 2

(学)物理探究 2

生物基礎 2 2

地学基礎 2 2

(学)環境と生物 2

(学)環境測定と栽培 3

生物 4 ●4

(学)理科特講 2 ※2 ※2

(学)教養理科 2 △▲＄％2

体育 7～8 3 2 3

保健 2 1 1

音楽Ⅰ 2 ＃2

音楽Ⅱ 2 ＃2

美術Ⅰ 2 ＃2

美術Ⅱ 2 ＃2

書道Ⅰ 2 ＃2

書道Ⅱ 2 ＃2

コミュニケーション英語Ⅰ 3 ☒4

コミュニケーション英語Ⅱ 4 ☒3 2

英語表現Ⅰ 2 2 △▼＄％2

英語表現Ⅱ 4 ○4

英語会話 2

(学)実践英語 2 Ω2 ▲2

(学)英語特講 2 ※2 ※2

家庭 家庭総合 4 2 2

情報 社会と情報 2 2

総合 産業社会と人間4001 2～4 2

専門国語 古典文学研究1011 2～6

専門地歴 世界と日本1104 2～6

商業 ビジネス情報 2～4 (　　)　～　(　　)

経済活動と法 2～4

専門地歴 世界と日本1104 2～6 ♭2∑2 2

簿記 2～4 ◇4

財務会計Ⅰ 2～4 ◇4

(学)原価計算基礎 2～4 ◇2

課題研究 2～4 ◇2※2 ※2

(学)実用ワープロⅠ 2～3 2 ￥＄2 ▲＄2

(学)実用ワープロⅡ 2～3 □3◇2 △2

情報処理 2～4

総合実践(ビジネスマナー) 2～4

(学)計算実務 2 ￥2 ※2 ※2

(学)実用表計算Ⅰ 2～3 □3◇2

(学)実用表計算Ⅱ 2～3 □3◇2

(学)家庭の看護・介護 2～6

子どもの発達と保育 2～6 ■2

服飾手芸 2～4 ◆2 ※2 ※2

フードデザイン 2～6 ●2 ◆2

子ども文化 2～4 ■2

生活と福祉 2～4 ■2 ◆2 ■2 ◆2

社会福祉基礎 2～6 △2

こころと体の理解 2～12

介護福祉基礎 2～6

介護福祉基礎 2～6 ▲2

アルゴリズムとプログラム 2～6

情報デザイン 2～6 □3

表現メディアの編集と表現 2～6 □4

スポーツⅠ 2～12 ▽2

スポーツⅡ 2～12 ▽2

スポーツⅢ 2～12 ＆2

スポーツⅣ 2～13 ＆2

スポーツ概論 2

(学)生涯スポーツ 2 ￥2 ■2

(学)健康トレーニングⅠ 2 ▽2

(学)健康トレーニングⅡ 2 △2

演奏研究 2～6 ■2 ■2

(学)郷土の音楽 2～4 ￥＄2 ※＃2 ※＄2

器楽 3～21 ※2 ※2

クラフトデザイン 2～10

絵画 2～10 ￥☆2

陶芸2604 2～6 ￥＄2 ※＄2 ※＄2

素描 2～10 ※☆2 ※☆2

篆刻・刻字2706 2～4 ￥★2

実用の書2707 2～4 ※2 ※2

環境基礎5001 2～4 ￥＄2 ▼＄2

(学)フィールドワーク 3

埼玉の環境5002 2～4

(学)環境特講 2 ※2 ※2

20 8 8 8 14 14 14 14

ホームルーム活動 1

総合的な学習の時間 単位数 1

30

＃科目選択

☒習熟度別学習の授業

＃科目選択

☒習熟度別学習

○文系のみ選択

♭文系のみ

１科目選択

◎理系のみ選択

β理系・看護系のみ選択

●看護系のみ選択 ■保

育系のみ選択

□情報系のみ選択

◇ビジネス系のみ選択

◆ウェルネス系のみ選

択 ▽スポーツ系のみ選

択

￥選択科目

1科目選択 ＄同一科目

は選択出来ない ☆美術

選択者のみ ★書道選択

者のみ

○文系のみ選択

♭文系のみ

１科目選択

◎理系のみ選択

β理系・看護系　のみ選

択 ●看護系のみ　選択

■保育系のみ　選択 Ω

理系・看護系 保育系選

択

∑看護系・保育系のみ1

科目　選択♪保育系の

み1科目選択

□情報系のみ選択 ✪情

報系のみ　 1科目選択

◇ビジネス系のみ選択

※自由選択科目 1科目

選択

＄2年次と同一科目は選

べない

☆美術選択者のみ ★書

道選択者のみ

◆ウェルネス系のみ選

択 ▽スポーツ系のみ選

択

＆スポーツ系のみ1科目

選択 △系列内選択 科目

1 ▲系列内選択 科目2

▼系列内選択　科目3 ※

自由選択科目 1科目選

択

％系列内で重複している

と選択できない ＄同一

科目は選択できない

☆美術選択者のみ

C:進学就職型　県立Y高校（全日制総合学科）

平成２９年度入学生（2年次生）

各教科・科目等 標準

単位

２年次 ３年次
計教科等

各

学

科

に

共

通

す

る

各

教

科

・

科

目

外国語

保健

体育
10

芸術 4

理科 6～14

9～15

2

2

2

商業 0～22

2

4

2

福祉 0～4

情報 0～9

家庭 0～6

体育 0～12

音楽 0～8

美術 0～4

書道 0～4

小    計 28 84
28 28

環境 0～4

主

と

し

て

専

門

学

科

に

お

い

て

開

設

さ

れ

る

各

教

科

・

科

目

特別活動 1 1 3

1 1 3

合　　　　　　    計（週当たり授業時数） 30 30 90

備　　考 ・卒業までに履修させる

  各教科・科目及び総合

  的な学習の時間の単位

  数の計87単位以上

・卒業までに修得させる

  各教科・科目及び総合

　的な学習の時間の単位

　数の計81単位以上

2～4

数学 7～19

国語

地理

歴史
5～13

11～17

公民



‘チーム学校’の創造～高等学校教育の現場から～ 
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科    目    等

国 語 総 合 4 4

現 代 文 Ａ 2

世 界 史 Ａ 2

日 本 史 Ａ 2

地 理 Ａ 2

公民 現 代 社 会 2 2 2

数 学 Ⅰ 3 3

数 学 Ⅱ 4

数 学 Ⅲ 5

科 学 と 人 間 生 活 2 2

物 理 基 礎 2 2

物 理 4

体 育 7～8 2

保 健 2 1

音 楽 Ⅰ 2

美 術 Ⅰ 2

ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ 英 語 Ⅰ 3 3

ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ 英 語 Ⅱ 4

家 庭 基 礎 2

情報 情報技術基礎により代替

19 51

電子情報 電気技術 電子情報 電気技術

工 業 技 術 基 礎 2～4 3

情 報 技 術 基 礎 2～4 3

課 題 研 究 2～4 3 3

電 気 シ ス テ ム 実 習 2～12 3 3 3 3

電 気 シ ス テ ム 製 図 2～8 2 2

電 気 基 礎 2～6 4 3 3

電 気 機 器 2～4 3 3

電 力 技 術 2～6 3 3 2

電 子 技 術 2～6 2

電 子 回 路 2～6 2

電 子 計 測 制 御 2～6 2 2

プ ロ グ ラ ミ ン グ 技 術 2～6 2

　

14 14 12 12 28

10 36

ホ ー ム ル ー ム 活 動 1 3

課題研究により代替

30 90

D:就職特化型　県立T高校（全日制専門学科）
平成29年度入学生（1年生）　

特別活動 1 1

36

コースに関する教科・科目の単位数の計

主として専門学科において開設される各教科・科目の単位数の計 14 12

主とし

て専門

学科に

おいて

開設さ

れる各

教科・

科目

工業

各学科に共通する各教科・科目の単位数の計 15 17

家庭

総合的な学習の時間

合計（週当たり授業時数） 30 30

備　　考

・卒業までに履修させる各教科・科目及び総合的な学習の時間の単位数の計 　８７単位以上

・卒業までに修得させる各教科・科目及び総合的な学習の時間の単位数の計　 ８７単位以上

・教科「情報」の科目については、教科「工業」の「情報技術基礎」で代替する。

・「総合的な学習の時間」については、教科「工業」の「課題研究」で代替する。

各

学

科

に

共

通

す

る

各

教

科

・

科

目

4

2

]　  2
音楽Ⅰ､美術Ⅰから

1科目を選択する。

2

7
2 2

2

2

3

2 3
9

1

7

3

10

外国語

芸術

国語

理科

保健

体育

数学

2

4

日本史Ａ、地理Ａか

ら1科目を選択す

る。 ]　　　   2

各教科・科目等 標準

単位
１年

地理

歴史

２年
教科等

３年 計 備　　考

2
8


